
　　磁気テープ（ＭＴ）交換・フロッピーディスク（ＦＤ）交換（以下「Ｍ
Ｔ・ＦＤ交換」といいます）による各サービスの利用にあたっては、
次の「ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受に関する共通規定」および
利用サービスの種類ごとに定められた各規定に従ってください。
＜ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受に関する共通規定＞
1．（ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受）
　　ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受は、ＭＴ・ＦＤ交換による給与
（賞与）振込申込書・総合振込申込書・自動集金サービス申込書・
地方税納入サービス申込書（以下「申込書」という）の記載内容
およびこの利用規定に従い行ってください。
　　なお、申込内容を変更したときは、すみやかに変更の届を提出
してください。
2．（資金の決済）
（１）資金の決済を伴うサービスを利用する場合は、申込書にもと
づく支払資金を振込（納付）指定日の前営業日までに、申込書
記載の振込（納付）資金引落口座（以下「指定口座」という）
へ入金してください。当行は、この支払資金を指定口座から指
定日に自動振替により引落すものとします。

　　　なお、支払資金の入金が遅延した場合には、当行は支払資金
が決済されたことを確認するまで振込（納付）手続を取扱わな
いことができます。

（２）支払資金の引落しにあたっては、当座勘定規定または普通預
金規定にかかわらず、小切手の振出または預金通帳および払戻
請求書の提出は不要とします。

（３）やむを得ない事由により、上記（１）、（２）以外の取扱を希
望する場合も、支払資金は振込（納付）指定日の前営業日まで
に申込書記載の取りまとめ店に交付してください。

3．（データの仕様）
　　データの仕様は、別に定めるものとします。
4．（利用手数料）
　　指定口座から当行所定の日に自動振替により引落す場合は、小
切手の振出または預金通帳および払戻請求書の提出は不要とします。
5．（データの変更）
　　当行は、引渡されたデータについてその内容を変更いたしませ
ん。
6．（データの取消）
　　当行は、引渡されたデータについて原則として取消をいたしま
せん。
7．（持込期限等）
（１） ＭＴ・ＦＤの持込は、申込書記載の各利用サービス持込期限ま
でに完了してください。

（２） ＭＴ・ＦＤは正・副２本作成のうえ合計票（件数、金額、振込・
振替指定日記載）を添付してください。

　　　ただし、ＭＴ・ＦＤは支障のない限り、双方協議のうえ正のみ
とすることができるものとします。

（３）なお、機器障害、その他やむを得ない事由によりＭＴ・ＦＤの
持込が遅延または不能となる場合には、直ちに当行に連絡する
とともに、その指示に従ってください。

8．（秘密保持）
　　利用サービスにより知り得た事項については、第三者に漏洩し
ないでください。
9．（損害負担等）
（１）貴社（貴殿）の責により生じた損害については、これを負担
してください。

（２）当行は、天災、火災、騒乱等の不可抗力または搬送における
事故等を含め、当行の責に帰することのできない事由により発
生した一切の損害については、その責を負いません。

（３）貴社（貴殿）・当行いずれの責による明らかでないときは、双
方協議のうえ別途定めるものとします。

10．（免責）
　　各利用サービスの取扱について紛議が生じた場合は、当行の責
によるものを除き、当行は一切責任を負いません。
11．（協議事項）
　　本規定に定めていない事項で実施上の細目を定める必要がある
場合、ならびに本規定を改定する必要があるときは、双方協議の
うえ定めることとします。
12．（申込み・届出事項の変更等）
（１）各利用サービスの利用に係わる申込み・その他契約者名・住
所等届出事項について変更が生じる場合は、あらかじめ書面に
より申込書記載の取りまとめ店に届出てください。

（２）前項の届出前に生じた損害については、当行では責任を負い
ません。

13．（規定の変更）
（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化そ
の他相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイ
トへの掲載による公表その他相当の方法で周知することによ
り、変更できるものとします。

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用され
るものとします。

14．（解約）
（１）各利用サービスの契約は当事者の一方の都合でいつでも解約
することができます。ただし、当行に対する解約の通知は、書
面により行なってください。

（２）当行が解約の通知を届出の住所宛に発信した場合に、その通
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知が延着または到達しなかったときは、通常到達すべきときに
到達したものとみなします。

（３）契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合において、当
行がこの契約を解約するときは、当行は契約者にその旨の通知
を発信することなく解約できるものとします。

　　①　支払の停止または破産手続開始、民事再生手続開始、会社
更生手続開始もしくは特別清算開始の申立があったとき

　　②　手形交換所または電子債権記録機関の取引停止処分を受けた
とき

　　③　相続の開始があったとき
（４）契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合において、当
行がこの契約を解約するときは、当行が契約者にその旨の通知
を発信したときに解約されたものとみなします。

　　①　住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由に
よって、当行において契約者の住所が不明になったとき

　　②　１年以上の期間にわたり各利用サービスによる取引が発生
しないとき

　　③　本利用規定に違反するなど、当行が各利用サービス停止を
必要とする相当の事由が生じた場合

15．（契約期間）
　　各利用サービスの契約期間は、契約日から起算して１年間とし、
契約者または当行から契約期間満了日の１か月前までに特に申出
のないかぎり、契約期間満了日の翌日から１年間継続されるもの
とします。継続後も同様とします。
16．（成年後見人等の届出）
（１）契約者は、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開
始された場合は、ただちに成年後見人等の氏名その他必要な事
項を書面によって、当行に届出るものとします。

　　　また、契約者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判に
より、補助・保佐・後見が開始された場合も同様に届出るもの
とします。

（２）契約者は、家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任
がされた場合は、ただちに任意後見人の氏名その他必要な事項
を書面によって、当行に届出るものとします。

（３）契約者は、すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている
場合、もしくは任意後見監督人の選任がされている場合も、前
２項と同様当行に届出るものとします。

（４）契約者は、前３項の届出事項に取消または変更等が生じた場
合も、書面によって、ただちに当行に届出るものとします。

17．（反社会的勢力の排除）
（１）契約者が、現在暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時
から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、
総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、
その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）
に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないこ
とを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約しま
す。

　　①　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有す
ること

　　②　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関
係を有すること

　　③　自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または
第三者に損害を与える目的をもってするなど、不当に暴力団
員等を利用していると認められる関係を有すること

　　④　暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す
るなどの関与をしていると認められる関係を有すること

　　⑤　役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と
社会的に非難されるべき関係を有すること

（２）契約者は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する
行為を行わないことを確約します。

　　①　暴力的な要求行為
　　②　法的な責任を超えた不当な要求行為
　　③　取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　　④　風説を流布し、偽計を用いもしくは威力を用いて相手方の

信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する行為
　　⑤　その他前各号に準ずる行為
（３） 当行は、契約者が前記（１）、（２）に違反した場合、何ら催告
することなく、本契約を解約できるものとします。

（４）当行が前記（３）の解約権を行使したことにより、契約を解
除された契約者に損害が生じた場合、契約者は当行に何ら請求
を行わないものとします。

18．（禁止行為）
（１）契約者は、本規定にもとづく契約者の権利および預金等を譲
渡、質入れ等することはできません。

（２）契約者は、本規定に定める事項を遵守する他、本サービスに
おいて以下の行為をしてはならないものとします。また、当行
は、契約者が本サービスにおいて、以下の行為を行い、または
行うおそれがあると判断した場合、必要な措置を講じることが
できるものとします。

　　①　公序良俗に反する行為
　　②　犯罪的行為に結びつく行為
　　③　他の契約者または第三者の著作権、商標権、その他の権利

を侵害する行為、またはそのおそれのある行為
　　④　他の契約者または第三者の財産、プライバシーを侵害する

行為
　　⑤　他の契約者または第三者を誹謗中傷するような行為
　　⑥　他の契約者または第三者に不利益を与えるような行為
　　⑦　本サービスの運営を妨げるような行為
　　⑧　本サービスで提供される情報を不正の目的をもって利用す

る行為
　　⑨　当行の信用を毀損するような行為
　　⑩　風説の流布、その他法律に反する行為
　　⑪　自分以外の人物を名乗ったり、代表権や代理権がないにも

かかわらず会社などの組織を名乗ったり、または他の人物や
組織との提携、協力関係を偽る等の行為

　　⑫　その他、当行が不適当･不適切と判断する行為
＜給与（賞与）振込取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、貴社（貴殿）
が貴社（貴殿）の役員ならびに従業員（以下「受給者」という）
に対して支給する報酬・給与・賞与（以下「給与」という）を、
受給者が指定する預金口座へ振込む事務の取扱を受託します。
2．（取扱店と振込指定口座）
（１）受給者が給与の振込を指定できる取扱店は、当行ならびに他
の金融機関の国内本支店（以下「取扱店」という）とします。

（２）受給者が給与の振込を指定できる預金口座は、本人名義の預
金口座とし、かつ当行所定の預金種目とします。

3．（振込先口座の事前確認）
（１）当行に振込を依頼する場合は、初回の振込に先立ち事前に振
込先口座の確認を行い、「給与振込口座確認書」により当行に通
知してください。

（２）当行は、各取扱店に対して、受給者の預金口座の確認を依頼
します。

（３）当行は、各取扱店からの口座確認の結果を「給与振込口座確
認書」等により回答します。

（４）受給者等の都合により振込口座の変更が生じた場合にも、前
１項～３項に準じて取扱うこととします。

4．（振込依頼）
　　本規定にもとづく事務取扱を当行に委託するにあたっては、受
給者に対し給与振込を行うに必要な内容を記載したデータを、申
込書記載の持込期限までに引渡してください。
5．（振込手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、振込指定日に受給者の
指定した預金口座に入金するよう振込手続を行います。
6．（振込不能分の取扱）
　　「該当口座なし」または「その他の事由」により、振込不能のも
のがあった場合は、当該振込金を指定口座に入金することにより
返却します。
7．（入金通知）
　　当行は、受給者に対して給与振込の入金についての通知はいた
しません。
8．（支払開始時期）
　　受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、取扱店が当行本
支店の場合は振込指定日の営業開始時から、また、取扱店が他の
金融機関の場合は振込指定日の午前１０時からとします。
　　ただし、給与振込金の支払資金入金が遅延した場合には、当行
は支払資金の入金が決済されたことを確認するまで振込手続を取
扱わないことができます。
9．（手数料）
　　給与振込取扱手数料として、当行所定の手数料ならびにこれに
係る消費税相当額をお支払いいただきます。
＜総合振込取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、貴社（貴殿）
より預金口座振込を受託します。
2．（取扱店と振込指定口座）
（１）振込を指定できる取扱店は、当行または他の金融機関の国内
本支店とします。

（２）振込を指定できる預金口座は、当行所定の預金種目とします。
3．（振込依頼）
　　本規定にもとづく事務取扱を当行に委託するにあたっては、受
取人に対し預金口座振込を行うに必要な内容を記載したデータ
を、申込書記載の持込期限までに引渡してください。
4．（振込手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、振込指定日に受取人の
預金口座に入金するよう振込手続を行います。
5．（振込不能分の取扱）
　　「該当口座なし」または「その他の事由」により、振込不能のも
のがあった場合は、当該振込金を指定口座に入金することにより
返却します。
6．（入金通知）
　当行は、受取人に対して入金についての通知はいたしません。
7．（手数料）
　　総合振込取扱手数料として、当行所定の手数料ならびにこれに
係る消費税等相当額をお支払いいただきます。
＜自動集金サービス取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、申込書記
載の料金等について、貴社（貴殿）が依頼する預金口座振替によ
る収納事務の取扱を受託します。
2．（取扱店と振替指定口座）
（１）預金口座振替の取扱店の範囲は、当行本支店とします。
（２）預金口座振替を指定できる預金口座は、当行所定の預金種目
とします。

3．（口座振替依頼書の受理）
（１）当行の取扱店が預金者から預金口座振替の依頼を受けたとき
は、預金口座振替依頼書（以下「依頼書」という）および預金

口座振替申込書を提出いただき、当行がこれを承諾したときは
預金口座振替申込書を貴社（貴殿）に送付します。

（２）貴社（貴殿）が預金者から預金口座振替の依頼を受けたときは、
依頼書および預金口座振替申込書の提出を預金者から受け当行
の取りまとめ店に送付してください。当行は記載事項を確認し、
依頼書に印相違その他の不備事項があるときは、これを受理せ
ず理由を付記して貴社（貴殿）に返却します。

4．（振替日）
　　振替日は申込書記載の日とします。振替日を変更する場合は、
貴社（貴殿）より預金者に対して周知徹底をはかるものとし、当
行は預金者に特別な通知等は行いません。
5．（口座振替の依頼）
　　本規定にもとづく収納事務を当行に委託するにあたっては、預
金口座振替を行うに必要な内容を記載したデータを、申込書記載
の持込期限までに引渡してください。
6．（振替手続）
（１）当行は、引渡されたデータに記載された請求明細にもとづい
て、預金者の預金口座から振替処理を行います。この預金者の
預金口座からの引落しは、預金者から当行に提出された依頼書
にもとづいて行うものとします。

（２）預金者の預金口座から引落したときは、通帳の摘要欄には、
申込書記載の内容を表示します。

7．（振替結果）
（１）当行は、ＭＴ・ＦＤに振替結果を記録し、振替日の２営業日後
以降に、貴社（貴殿）に返戻します。

（２）当行は、ＭＴ・ＦＤの振替結果コード欄に、振替済分について
は「０」を、振替不能分については次の区分コードを記録します。
　資金不足　　　　　　　　　　　１
　取引なし　　　　　　　　　　　２
　預金者の都合による振替停止　　３
　預金口座振替依頼書なし　　　　４
　委託者の都合による振替停止　　８
　その他　　　　　　　　　　　　９

（３）引落処理が終了した後、振替済分と振替不能分それぞれの合
計件数・金額をトレーラレコードに記録します。

8.（振替資金の入金）
　　当行は、申込書記載の入金日に、振替資金を貴社（貴殿）の入
金指定口座へ入金します。
9．（預金者への通知等）
　　当行は、預金口座振替に関して、預金者への領収書、振替済通
知書等の作成・郵送、または入金の督促等は行いません。
10．（振替不能分の再請求）
　　振替不能分について再度預金口座振替により請求する場合は、
次回預金口座振替時の請求明細に含めて請求してください。
　　なお、再請求分と次回請求分を同時に請求する場合、当行はそ
の引落しについて優先順位をつけないものとします。
11.（取扱手数料）
　　自動集金サービス取扱手数料として、契約にもとづく手数料を
お支払いいただきます。なお、取扱件数に係る手数料については、
振替請求件数１件ごとの手数料とし、手数料合計額およびこれに
係る消費税等相当額をお支払いいただきます。
12．（停止通知）
　　預金口座振替による収納を停止するときは、その預金者の氏名・
預金口座等を当行の取りまとめ店に通知してください。
13．（解約・変更通知）
　　当行は、預金者の申出または当行の都合により、預金者との預
金口座振替契約を解約または変更したときは、貴社（貴殿）にそ
の旨通知します。
　　ただし、預金者が当該預金口座を解約したときはこの限りでは
ありません。
　＜地方税納入サービス取扱規定＞
1.（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を納付場所として、貴社（貴殿）
が特別徴収義務者として貴社（貴殿）の役員ならびに従業員（以
下「従業員」という）に関わる市区町村民税・都道府県民税（以下「住
民税」という）を各地方公共団体に納付する事務の取扱を受託し
ます。
2.（納付指定日）
　　納付指定日は、毎月１０日（休日の場合は翌営業日）とします。
3.（納付依頼）
　　本規定にもとづく納付事務を当行に委託するにあたっては、収
納事務を行うに必要な内容を記載したデータを、申込書記載の持
込期限までに引渡してください。
4.（納付手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、納付指定日に納付先の
地方公共団体宛に納付手続を行います。
5.（領収証書の交付）
　　当行は、納付手続完了後、領収証書を交付します。
6.（取扱手数料）
　　地方税納入サービス取扱手数料として、当行所定の手数料をお
支払いいただきます。なお、取扱件数に係る手数料については、
納付市区町村件数１件ごとの手数料とし、手数料合計額およびこ
れに係る消費税等相当額をお支払いいただきます。

（定型約款）



　　磁気テープ（ＭＴ）交換・フロッピーディスク（ＦＤ）交換（以下「Ｍ
Ｔ・ＦＤ交換」といいます）による各サービスの利用にあたっては、
次の「ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受に関する共通規定」および
利用サービスの種類ごとに定められた各規定に従ってください。
＜ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受に関する共通規定＞
1．（ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受）
　　ＭＴ・ＦＤ交換によるデータ授受は、ＭＴ・ＦＤ交換による給与
（賞与）振込申込書・総合振込申込書・自動集金サービス申込書・
地方税納入サービス申込書（以下「申込書」という）の記載内容
およびこの利用規定に従い行ってください。
　　なお、申込内容を変更したときは、すみやかに変更の届を提出
してください。
2．（資金の決済）
（１）資金の決済を伴うサービスを利用する場合は、申込書にもと
づく支払資金を振込（納付）指定日の前営業日までに、申込書
記載の振込（納付）資金引落口座（以下「指定口座」という）
へ入金してください。当行は、この支払資金を指定口座から指
定日に自動振替により引落すものとします。

　　　なお、支払資金の入金が遅延した場合には、当行は支払資金
が決済されたことを確認するまで振込（納付）手続を取扱わな
いことができます。

（２）支払資金の引落しにあたっては、当座勘定規定または普通預
金規定にかかわらず、小切手の振出または預金通帳および払戻
請求書の提出は不要とします。

（３）やむを得ない事由により、上記（１）、（２）以外の取扱を希
望する場合も、支払資金は振込（納付）指定日の前営業日まで
に申込書記載の取りまとめ店に交付してください。

3．（データの仕様）
　　データの仕様は、別に定めるものとします。
4．（利用手数料）
　　指定口座から当行所定の日に自動振替により引落す場合は、小
切手の振出または預金通帳および払戻請求書の提出は不要とします。
5．（データの変更）
　　当行は、引渡されたデータについてその内容を変更いたしませ
ん。
6．（データの取消）
　　当行は、引渡されたデータについて原則として取消をいたしま
せん。
7．（持込期限等）
（１） ＭＴ・ＦＤの持込は、申込書記載の各利用サービス持込期限ま
でに完了してください。

（２） ＭＴ・ＦＤは正・副２本作成のうえ合計票（件数、金額、振込・
振替指定日記載）を添付してください。

　　　ただし、ＭＴ・ＦＤは支障のない限り、双方協議のうえ正のみ
とすることができるものとします。

（３）なお、機器障害、その他やむを得ない事由によりＭＴ・ＦＤの
持込が遅延または不能となる場合には、直ちに当行に連絡する
とともに、その指示に従ってください。

8．（秘密保持）
　　利用サービスにより知り得た事項については、第三者に漏洩し
ないでください。
9．（損害負担等）
（１）貴社（貴殿）の責により生じた損害については、これを負担
してください。

（２）当行は、天災、火災、騒乱等の不可抗力または搬送における
事故等を含め、当行の責に帰することのできない事由により発
生した一切の損害については、その責を負いません。

（３）貴社（貴殿）・当行いずれの責による明らかでないときは、双
方協議のうえ別途定めるものとします。

10．（免責）
　　各利用サービスの取扱について紛議が生じた場合は、当行の責
によるものを除き、当行は一切責任を負いません。
11．（協議事項）
　　本規定に定めていない事項で実施上の細目を定める必要がある
場合、ならびに本規定を改定する必要があるときは、双方協議の
うえ定めることとします。
12．（申込み・届出事項の変更等）
（１）各利用サービスの利用に係わる申込み・その他契約者名・住
所等届出事項について変更が生じる場合は、あらかじめ書面に
より申込書記載の取りまとめ店に届出てください。

（２）前項の届出前に生じた損害については、当行では責任を負い
ません。

13．（規定の変更）
（１）この規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化そ
の他相当の事由があると認められる場合には、当行ウェブサイ
トへの掲載による公表その他相当の方法で周知することによ
り、変更できるものとします。

（２）前項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用され
るものとします。

14．（解約）
（１）各利用サービスの契約は当事者の一方の都合でいつでも解約
することができます。ただし、当行に対する解約の通知は、書
面により行なってください。

（２）当行が解約の通知を届出の住所宛に発信した場合に、その通

知が延着または到達しなかったときは、通常到達すべきときに
到達したものとみなします。

（３）契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合において、当
行がこの契約を解約するときは、当行は契約者にその旨の通知
を発信することなく解約できるものとします。

　　①　支払の停止または破産手続開始、民事再生手続開始、会社
更生手続開始もしくは特別清算開始の申立があったとき

　　②　手形交換所または電子債権記録機関の取引停止処分を受けた
とき

　　③　相続の開始があったとき
（４）契約者に次の各号の事由が１つでも生じた場合において、当
行がこの契約を解約するときは、当行が契約者にその旨の通知
を発信したときに解約されたものとみなします。

　　①　住所変更の届出を怠るなど契約者の責に帰すべき事由に
よって、当行において契約者の住所が不明になったとき

　　②　１年以上の期間にわたり各利用サービスによる取引が発生
しないとき

　　③　本利用規定に違反するなど、当行が各利用サービス停止を
必要とする相当の事由が生じた場合

15．（契約期間）
　　各利用サービスの契約期間は、契約日から起算して１年間とし、
契約者または当行から契約期間満了日の１か月前までに特に申出
のないかぎり、契約期間満了日の翌日から１年間継続されるもの
とします。継続後も同様とします。
16．（成年後見人等の届出）
（１）契約者は、家庭裁判所の審判により、補助・保佐・後見が開
始された場合は、ただちに成年後見人等の氏名その他必要な事
項を書面によって、当行に届出るものとします。

　　　また、契約者の成年後見人等について、家庭裁判所の審判に
より、補助・保佐・後見が開始された場合も同様に届出るもの
とします。

（２）契約者は、家庭裁判所の審判により、任意後見監督人の選任
がされた場合は、ただちに任意後見人の氏名その他必要な事項
を書面によって、当行に届出るものとします。

（３）契約者は、すでに補助・保佐・後見開始の審判を受けている
場合、もしくは任意後見監督人の選任がされている場合も、前
２項と同様当行に届出るものとします。

（４）契約者は、前３項の届出事項に取消または変更等が生じた場
合も、書面によって、ただちに当行に届出るものとします。

17．（反社会的勢力の排除）
（１）契約者が、現在暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時
から５年を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団関係企業、
総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴力集団等、
その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」という）
に該当しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないこ
とを表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約しま
す。

　　①　暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有す
ること

　　②　暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関
係を有すること

　　③　自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または
第三者に損害を与える目的をもってするなど、不当に暴力団
員等を利用していると認められる関係を有すること

　　④　暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与す
るなどの関与をしていると認められる関係を有すること

　　⑤　役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と
社会的に非難されるべき関係を有すること

（２）契約者は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する
行為を行わないことを確約します。

　　①　暴力的な要求行為
　　②　法的な責任を超えた不当な要求行為
　　③　取引に関して脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為
　　④　風説を流布し、偽計を用いもしくは威力を用いて相手方の

信用を毀損し、または相手方の業務を妨害する行為
　　⑤　その他前各号に準ずる行為
（３） 当行は、契約者が前記（１）、（２）に違反した場合、何ら催告
することなく、本契約を解約できるものとします。

（４）当行が前記（３）の解約権を行使したことにより、契約を解
除された契約者に損害が生じた場合、契約者は当行に何ら請求
を行わないものとします。

18．（禁止行為）
（１）契約者は、本規定にもとづく契約者の権利および預金等を譲
渡、質入れ等することはできません。

（２）契約者は、本規定に定める事項を遵守する他、本サービスに
おいて以下の行為をしてはならないものとします。また、当行
は、契約者が本サービスにおいて、以下の行為を行い、または
行うおそれがあると判断した場合、必要な措置を講じることが
できるものとします。

　　①　公序良俗に反する行為
　　②　犯罪的行為に結びつく行為
　　③　他の契約者または第三者の著作権、商標権、その他の権利

を侵害する行為、またはそのおそれのある行為
　　④　他の契約者または第三者の財産、プライバシーを侵害する

行為
　　⑤　他の契約者または第三者を誹謗中傷するような行為
　　⑥　他の契約者または第三者に不利益を与えるような行為
　　⑦　本サービスの運営を妨げるような行為
　　⑧　本サービスで提供される情報を不正の目的をもって利用す

る行為
　　⑨　当行の信用を毀損するような行為
　　⑩　風説の流布、その他法律に反する行為
　　⑪　自分以外の人物を名乗ったり、代表権や代理権がないにも

かかわらず会社などの組織を名乗ったり、または他の人物や
組織との提携、協力関係を偽る等の行為

　　⑫　その他、当行が不適当･不適切と判断する行為
＜給与（賞与）振込取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、貴社（貴殿）
が貴社（貴殿）の役員ならびに従業員（以下「受給者」という）
に対して支給する報酬・給与・賞与（以下「給与」という）を、
受給者が指定する預金口座へ振込む事務の取扱を受託します。
2．（取扱店と振込指定口座）
（１）受給者が給与の振込を指定できる取扱店は、当行ならびに他
の金融機関の国内本支店（以下「取扱店」という）とします。

（２）受給者が給与の振込を指定できる預金口座は、本人名義の預
金口座とし、かつ当行所定の預金種目とします。

3．（振込先口座の事前確認）
（１）当行に振込を依頼する場合は、初回の振込に先立ち事前に振
込先口座の確認を行い、「給与振込口座確認書」により当行に通
知してください。

（２）当行は、各取扱店に対して、受給者の預金口座の確認を依頼
します。

（３）当行は、各取扱店からの口座確認の結果を「給与振込口座確
認書」等により回答します。

（４）受給者等の都合により振込口座の変更が生じた場合にも、前
１項～３項に準じて取扱うこととします。

4．（振込依頼）
　　本規定にもとづく事務取扱を当行に委託するにあたっては、受
給者に対し給与振込を行うに必要な内容を記載したデータを、申
込書記載の持込期限までに引渡してください。
5．（振込手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、振込指定日に受給者の
指定した預金口座に入金するよう振込手続を行います。
6．（振込不能分の取扱）
　　「該当口座なし」または「その他の事由」により、振込不能のも
のがあった場合は、当該振込金を指定口座に入金することにより
返却します。
7．（入金通知）
　　当行は、受給者に対して給与振込の入金についての通知はいた
しません。
8．（支払開始時期）
　　受給者に対する給与振込金の支払開始時期は、取扱店が当行本
支店の場合は振込指定日の営業開始時から、また、取扱店が他の
金融機関の場合は振込指定日の午前１０時からとします。
　　ただし、給与振込金の支払資金入金が遅延した場合には、当行
は支払資金の入金が決済されたことを確認するまで振込手続を取
扱わないことができます。
9．（手数料）
　　給与振込取扱手数料として、当行所定の手数料ならびにこれに
係る消費税相当額をお支払いいただきます。
＜総合振込取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、貴社（貴殿）
より預金口座振込を受託します。
2．（取扱店と振込指定口座）
（１）振込を指定できる取扱店は、当行または他の金融機関の国内
本支店とします。

（２）振込を指定できる預金口座は、当行所定の預金種目とします。
3．（振込依頼）
　　本規定にもとづく事務取扱を当行に委託するにあたっては、受
取人に対し預金口座振込を行うに必要な内容を記載したデータ
を、申込書記載の持込期限までに引渡してください。
4．（振込手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、振込指定日に受取人の
預金口座に入金するよう振込手続を行います。
5．（振込不能分の取扱）
　　「該当口座なし」または「その他の事由」により、振込不能のも
のがあった場合は、当該振込金を指定口座に入金することにより
返却します。
6．（入金通知）
　当行は、受取人に対して入金についての通知はいたしません。
7．（手数料）
　　総合振込取扱手数料として、当行所定の手数料ならびにこれに
係る消費税等相当額をお支払いいただきます。
＜自動集金サービス取扱規定＞
1．（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を取りまとめ店として、申込書記
載の料金等について、貴社（貴殿）が依頼する預金口座振替によ
る収納事務の取扱を受託します。
2．（取扱店と振替指定口座）
（１）預金口座振替の取扱店の範囲は、当行本支店とします。
（２）預金口座振替を指定できる預金口座は、当行所定の預金種目
とします。

3．（口座振替依頼書の受理）
（１）当行の取扱店が預金者から預金口座振替の依頼を受けたとき
は、預金口座振替依頼書（以下「依頼書」という）および預金

口座振替申込書を提出いただき、当行がこれを承諾したときは
預金口座振替申込書を貴社（貴殿）に送付します。

（２）貴社（貴殿）が預金者から預金口座振替の依頼を受けたときは、
依頼書および預金口座振替申込書の提出を預金者から受け当行
の取りまとめ店に送付してください。当行は記載事項を確認し、
依頼書に印相違その他の不備事項があるときは、これを受理せ
ず理由を付記して貴社（貴殿）に返却します。

4．（振替日）
　　振替日は申込書記載の日とします。振替日を変更する場合は、
貴社（貴殿）より預金者に対して周知徹底をはかるものとし、当
行は預金者に特別な通知等は行いません。
5．（口座振替の依頼）
　　本規定にもとづく収納事務を当行に委託するにあたっては、預
金口座振替を行うに必要な内容を記載したデータを、申込書記載
の持込期限までに引渡してください。
6．（振替手続）
（１）当行は、引渡されたデータに記載された請求明細にもとづい
て、預金者の預金口座から振替処理を行います。この預金者の
預金口座からの引落しは、預金者から当行に提出された依頼書
にもとづいて行うものとします。

（２）預金者の預金口座から引落したときは、通帳の摘要欄には、
申込書記載の内容を表示します。

7．（振替結果）
（１）当行は、ＭＴ・ＦＤに振替結果を記録し、振替日の２営業日後
以降に、貴社（貴殿）に返戻します。

（２）当行は、ＭＴ・ＦＤの振替結果コード欄に、振替済分について
は「０」を、振替不能分については次の区分コードを記録します。
　資金不足　　　　　　　　　　　１
　取引なし　　　　　　　　　　　２
　預金者の都合による振替停止　　３
　預金口座振替依頼書なし　　　　４
　委託者の都合による振替停止　　８
　その他　　　　　　　　　　　　９

（３）引落処理が終了した後、振替済分と振替不能分それぞれの合
計件数・金額をトレーラレコードに記録します。

8.（振替資金の入金）
　　当行は、申込書記載の入金日に、振替資金を貴社（貴殿）の入
金指定口座へ入金します。
9．（預金者への通知等）
　　当行は、預金口座振替に関して、預金者への領収書、振替済通
知書等の作成・郵送、または入金の督促等は行いません。
10．（振替不能分の再請求）
　　振替不能分について再度預金口座振替により請求する場合は、
次回預金口座振替時の請求明細に含めて請求してください。
　　なお、再請求分と次回請求分を同時に請求する場合、当行はそ
の引落しについて優先順位をつけないものとします。
11.（取扱手数料）
　　自動集金サービス取扱手数料として、契約にもとづく手数料を
お支払いいただきます。なお、取扱件数に係る手数料については、
振替請求件数１件ごとの手数料とし、手数料合計額およびこれに
係る消費税等相当額をお支払いいただきます。
12．（停止通知）
　　預金口座振替による収納を停止するときは、その預金者の氏名・
預金口座等を当行の取りまとめ店に通知してください。
13．（解約・変更通知）
　　当行は、預金者の申出または当行の都合により、預金者との預
金口座振替契約を解約または変更したときは、貴社（貴殿）にそ
の旨通知します。
　　ただし、預金者が当該預金口座を解約したときはこの限りでは
ありません。
　＜地方税納入サービス取扱規定＞
1.（受託事務）
　　当行は、申込書記載の取引店を納付場所として、貴社（貴殿）
が特別徴収義務者として貴社（貴殿）の役員ならびに従業員（以
下「従業員」という）に関わる市区町村民税・都道府県民税（以下「住
民税」という）を各地方公共団体に納付する事務の取扱を受託し
ます。
2.（納付指定日）
　　納付指定日は、毎月１０日（休日の場合は翌営業日）とします。
3.（納付依頼）
　　本規定にもとづく納付事務を当行に委託するにあたっては、収
納事務を行うに必要な内容を記載したデータを、申込書記載の持
込期限までに引渡してください。
4.（納付手続）
　　当行は、引渡されたデータにもとづき、納付指定日に納付先の
地方公共団体宛に納付手続を行います。
5.（領収証書の交付）
　　当行は、納付手続完了後、領収証書を交付します。
6.（取扱手数料）
　　地方税納入サービス取扱手数料として、当行所定の手数料をお
支払いいただきます。なお、取扱件数に係る手数料については、
納付市区町村件数１件ごとの手数料とし、手数料合計額およびこ
れに係る消費税等相当額をお支払いいただきます。


